
平成29年度　事業計画
　当協会は「産業廃棄物の適正な処理、資源
循環に関する調査研究、研修、普及、指導等
の事業を行うことにより、産業の健全な発展
及び公衆衛生の向上並びに環境の保全を図り
公共の福祉の増進に寄与すること」を目的に
平成25年４月１日一般社団法人に移行しまし
た。
　平成29年度の事業については、廃棄物処理
法改正など会員企業へ必要とされる情報の提
供、廃棄物処理業に必要とされる研修会開
催、会員企業のリサイクルへの取組を推進す
るための研究会等、調査研修等事業、指導広
報事業及び社会貢献事業の３事業を公益目的
の継続事業として実施するほか、許可申請に
関する講習会、マニフェスト頒布等事業、全
国産業廃棄物連合会等との連携事業を実施し
ます。
　また、「えひめ産業廃棄物協会における平
成29年度労働災害防止計画」を策定したこと
から、会員企業が一体となり労働災害防止対
策を積極的に推進し、会員企業の安全衛生水
準のなお一層の底上げができるように労働安
全衛生対策に取り組みます。
　また、協会運営の健全化のため、事業の実
施に当たっては経費の節減に努め、組織の充
実強化に向けて取り組むとともに、えひめ国
体を応援します。

１　組織の充実強化　　　　　　　　　
　　会員数については、この数年ほぼ横ばい
で推移しているものの、ピーク時に比べる
と減少していることから、協会運営の健全

化のため、役員・会員及び地区組織の協力
の基に未加入許可業者への加入勧誘を図る
とともに排出事業者等の賛助会員への加入
を促進するほか、次の取組により組織の充
実強化を図る。
　⑴　入会案内パンフを、協会窓口、許可申
請窓口に備え付け、配布するとともに許
可講習会、研修会等の場を利用し入会の
意義について説明し、理解を求める。　

　⑵　愛媛県、松山市、関係団体の支援協力
の基に産業廃棄物処理業の許可申請業務
を支援するとともに、協会会員へのさら
なる支援業務について検討し、充実を図
る。

　⑶　会員の親睦を深めるとともに、資源リ
サイクルに関する相互研さんを図り、循
環型社会形成に役立つ人材育成に努め
る。

２　調査研修等事業
　　産業廃棄物の適正処理、資源循環に関す
る当面する課題について愛媛県及び松山市
と連携して調査研究を行い、研修会等によ
り専門的知識の普及を図ることによって人
材を育成し、産業廃棄物の適正処理を推進
し、公衆衛生の向上、生活環境の保全及び
産業の健全な発展を図ることを目的に実施
する。
　⑴　調査研究
　　ア　産業廃棄物の適正処理、資源循環に

ついての制度や技術の当面の課題等に
ついて、関係の委員会、専門部会で審
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議し、調査・研究を行う。
　　イ　ＩＴ情報化時代に対応するため、企

画広報委員会でホームページの更なる
充実による情報提供等について調査研
究を継続する。

　⑵　研究開発事業　　　　　　　　　　　
　　　調査研究の具体的な事業としては主に
愛媛県産業廃棄物処理業資源循環促進支
援事業費補助金を活用し、最新の再資源
化システムや温暖化対策としての再資源
化システムの事業化に向けた研究開発事
業を協会事業として実施する。

　　　このため、学識経験者、会員による検
討会を設置して調査研究のテーマや進め
方を検討し、検討会で示される意見に基
づいた資料収集、調査研究報告書の取り
まとめは外部に委託する。

　　　その成果については報告書として愛媛
県へ提出するほか会員及び希望者に配布
し、提供する。

　⑶　研修会
　　ア　処理業の経営管理や従業員の資質向

上のための知識や技術の修得、また、
優良処理業者育成のため、各種研修会
及び勉強会を開催する。

　　イ　愛媛県や全国産業廃棄物連合会等の
主催する講習会、研修会に積極的に参
加し研さんに努める。

　⑷　施設視察研修
　　　県内外の産業廃棄物の適正処理や資源
循環に向けた先進施設について、視察研
修を実施して、産業廃棄物処理に関する
知識及び技術を研さんする。

　　　研修会の開催案内については各会員に
通知するほか、機関誌及びホームページ
に視察結果を掲載して会員へ情報を提供

する。
　⑸　受託事業（優良業者育成研修等）　
　　　具体的な研修会としては愛媛県（優良
産業廃棄物処理業者育成事業）並びに松
山市（産業廃棄物処理業者育成事業）か
ら事業を受託し、産業廃棄物処理業を円
滑に運営していくための優良業者育成研
修として、28年度に引き続き、産業廃棄
物処理実務者研修会、安全衛生管理研修
会、産業廃棄処理業に係る許可手続き研
修に加え産業廃棄物処理業従事者スキル
アップセミナーを実施するほか新たに、
産業廃棄物最終処分場維持管理研修を開
催する。

　　　研修会の開催案内については各会員
ほかに通知するほか、機関誌及びホーム
ページに掲載して参加者を募る。

３　指導広報事業
　　この事業は産業廃棄物の適正処理、資源
循環に関する相談に応じて愛媛県及び松山
市と連携して助言、指導等を行うとともに
機関誌やホームページにより法令や協会活
動等に関する情報を提供して、産業廃棄物
の適正処理を推進し、公衆衛生の向上、生
活環境の保全及び産業の健全な発展を図る
ことを目的に実施する。
　⑴　相談、指導等　　　　　　　　　　
　　ア　産業廃棄物の適正処理、再生利用等

に関する諸問題について、処理業者、
排出事業者及び一般住民からの相談に
応じ、助言、指導等を行う。

　　イ　排出事業者及び一般住民からの廃棄
物の処理、処分場の相談、問い合わせ
等に対し、会員事業所の紹介等により
適正処理の推進を図る。
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　　ウ　産業廃棄物処理業に関する法律相
談、資金融資制度、税制上の特別措置
などに関する相談や許可申請手続きの
相談に応じ、助言、指導等を行う。

　　エ　許可期限の近い会員に対し許可更新
及び講習会日程の通知を行うとともに
　講習会日程は機関誌に掲載するほか
ホームページ上にも掲載する。

　　オ　上記相談、指導は従来から、随時受
け付けているが、月曜日を相談日とし
て設定し、有益な相談についてはホー
ムページ上で紹介する。

　⑵　機関誌等の発行及び普及啓蒙　
　　ア　機関誌等の発行
　　　　機関誌「えひめの産廃」を年4回発

行し、法令等の改正情報、関係行政機
関の通達、協会活動状況、地区活動、
青年部活動等各種情報を提供する。

　　　　機関誌は550部作成し、会員のほか
愛媛県、保健所、市町及び希望者に配
布する。

　　イ　ホームページの運用
　　　　ホームページをリニューアルし、各

種情報提供等、使い勝手を向上させる
とともに、産業廃棄物処理業の許可に
関する講習会日程、Ｑ＆Ａ、各種申請
用紙のダウンロードサービスのほか、
(公社)全国産業廃棄物連合会が毎月発
行する「てき丸君ＮＥＷＳ」等情報発
信の充実を図る。

　　　　また、会員専用ページを設けて、会
員に必要な情報提供の充実を図る。

　　ウ　処理業者検索システム
　　　　排出事業者のニーズに応え、処理業

者検索システムをより充実強化するた
めに、未登録会員の処理業者検索シス

テムへの登録を進める。
　　エ　産業廃棄物関係の優良図書を機関

誌、ホームページで紹介する。
　　オ　産廃情報専門手帳430部を作成し、

会員、愛媛県、松山市のほか希望者に
配布する。

４　社会貢献事業
　　この事業は産業廃棄物の適正処理、資源
循環に関する愛媛県及び松山市と連携した
不法投棄廃棄物の撤去等次の事業により、
公衆衛生の向上、生活環境の保全及び産業
の健全な発展を図ることを目的に実施す
る。
　⑴　不法投棄廃棄物の撤去等事業
　　　県・市町等と連携し、不法投棄廃棄物
の監視パトロール及び撤去を行う。

　⑵　災害廃棄物の処理支援事業
　　　愛媛県との協定に基づく災害廃棄物処
理支援が行える体制を維持する。

　　　県が示す策定マニュアルを基に、県内
市町において災害廃棄物処理計画の策定
が進められることから、これに合わせて、
協会の災害廃棄物処理支援のあり方等を
検討する。

　　　また、環境省が主催する「災害廃棄
物協議会（四国ブロック）」に参加して、
災害廃棄物対策に関する情報の収集を図
るとともに、当協会の役割等について、
安全衛生委員会で検討・協議して災害廃
棄物処理支援体制の充実を図る。

　⑶　環境の日、安全衛生週間等事業
　　　環境の日、安全週間、衛生週間、環境
衛生週間、地球温暖化防止活動等関連事
業への参加及び啓発を推進する。	
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５　許可申請に関する講習会
　　当事業は廃棄物処理法に規定された産業
廃棄物処理業の許可申請等に必要な専門的
知識・技能の修得のため、（公財）日本産

業廃棄物処理振興センターが実施する講習
会に協力し、産業廃棄物の適正処理を推進
する。

６　マニフェスト頒布等事業
　⑴　紙マニフェストの普及促進及び頒布事業
　　　（公社）全国産業廃棄物連合会及び建
設六団体副産物協議会と連携して産業廃
棄物の適正処理確保のため、紙マニフェ
スト(廃棄物管理票)の普及及び頒布を促
進する。

　　　紙マニフェストの記載等については、
ホームページの産廃Ｑ＆Ａ、相談指導等
により周知を図る。

　⑵　電子マニフェスト普及促進
　　　（公財）日本産業廃棄物処理振興セン
ターが実施する「電子マニフェスト運用
支援事業」について、排出事業者、処理
業者の電子マニフェストシステム加入手
続き等の紹介など電子マニフェストの普
及促進に努める。

　⑶　バイオハザードマーク等の普及促進
　　　産業廃棄物の適正な処理に必要なバイ
オハザードマーク、車両ステッカーを頒
布し、その普及を促進する。

７　連携事業
　⑴　全国産業廃棄物連合会
　　　連合会が開催する会議・研修会に参加
して連合会と一体となり、国、関係団体
及び政治経済、環境等の情報収集に努め、
協会活動や会員の利益増強に努める。

　　　また、平成29年度は「第16回産業廃棄
物と環境を考える全国大会」が11月17日
に四国（高知市）で開催されるため、会
員は参加に努める。

　⑵　四国地域協議会
　　　四国４県協会で組織している四国地域
協議会等に参加し、産業廃棄物を取り巻
く情報交換、事業運営に対する諸問題の
情報交換や各県提出議題について協議研
修を行う。

　　　また、４県の統一事業として四国
八十八か所遍路道清掃活動を継続して実
施する。

　⑶　行政機関等が実施する会議等
　　　愛媛県が実施する愛媛県バイオマス利活
用促進連絡協議会、えひめ循環型社会推
進会議等環境に関する諸事業に参加する。

区　　　分 期　　　　　間 定　員

新規…
許可

収集運搬課程 平成29年６月20日～６月21日（２日間） 150名
処分課程　　
（収集運搬追加受講）

平成29年11月14日～11月16日（３日間）
　　　　　　　　　11月17日（４日間） 100名

特管収集運搬課程 平成29年12月６日～12月８日（３日間） 150名

更新…
許可 収集運搬課程

平成29年６月14日　　　　　 （１日間） 150名
平成29年10月18日　　　　　 （２日間） 150名

特別管理産業廃棄物管理責任者 平成29年10月19日　　　　　 （１日間） 150名
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　　　また、関係団体が実施する会議等に出
席して、当協会の目的、事業などの広報
に努める。

　⑷　廃棄物処理センター運営協力
　　　（一財）愛媛県廃棄物処理センターの
運営に参画し、事業の推進に協力すると
ともに健全運営及び事業の今後のあり方
等について調査研究する。

　⑸　対外活動
　　　排出事業者団体と産業廃棄物の処理に
ついて相互交流して、廃棄物処理の受け
入れと適正処理の推進及び再生利用の促
進を図る。

　　　また、経済団体等との交流を進め、産
業廃棄物の適正処理と環境、廃棄物問題
などについて相互理解に努める。

　⑹　行政懇談会・顧問懇談会
　　　廃棄物担当行政機関と当面する廃棄物
処理等の諸問題について意見交換をして
意思疎通を図るため行政懇談会を開催す
る。

　　　協会顧問との懇談を通じて意見交換、
情報交換等を図る。

　⑺　補助事業　　　　　　　　　　　　
　　　愛媛県産業廃棄物処理業資源循環促進
支援事業費補助金を活用し、再資源化シ
ステムの事業化に向けて会員が実施する
研究・開発、設備整備に対して補助する。

　　　補助対象は学識経験者等で構成される
審査会で審査して決定する。

　⑻　松山市支援事業
　　　松山市からの協力依頼により「㈱レッ
グ最終処分場不適正処理事案」について
支援をする。

８　運営管理　　　　　　　　　　　　
　⑴　総　会
　　　定時総会を開催し、前年度事業及び収
支決算の承認、役員の改選任等を決議し、
協会の発展と会員相互の親睦を図る。

　　　同時に事業活動を通して業界の発展
に貢献された個人、優良事業所及び優良
従業者に対しその功労をたたえて表彰す
る。

　⑵　役員会
　　ア　理事・監事合同会議
　　　　総会に付議すべき案件の協議、総会

で承認された事項等について事業推進
のための協議及び各種事業活動の報告
を行う。

　　　　また、委員会や部会等の提案事項を
協議決定する。

　　イ　三役会議
　　　　正副会長・専務理事により、協会運

営及び事業の推進、表彰者等について
協議するため適宜開催する。

　⑶　委員会・部会
　　　定款第４条による事業を遂行するた
め、委員会及び部会を開催し、当面する
諸問題等について協議する。

　⑷　地区活動
　　　地区会員が参加して地域行政機関、関
係団体と連携協調し、廃棄物の適正処理
の推進のための不法投棄防止パトロール
及び不法投棄撤去作業等を支援する。

　⑸　青年部会活動
　　　青年部会が実施する公益目的事業経費
を助成することにより、青年部活動を育
成支援する。

　⑹　福利厚生
　　ア　会員の福利厚生事業の充実強化を図
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り、各種年金、保険の加入促進など会
員福利の向上に努める。

　　イ　労働安全衛生に関する情報の収集、
提供及び研修の参加により労働災害の
防止に努める。

　　ウ　会員の交流を図るため、親睦事業を
実施する。

　　エ　処理業者検索システムへの未登録会
員の登録を進めるほか、会員名簿を発
行し、会員及び関係機関等に配布し情
報を提供する。
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平成28年度　第４回企画広報委員会の開催
　第４回企画広報委員会を平成29年１月11日
㈬、協会会議室で開催した。
１．議　題
　⑴　 「えひめの産廃」第16号（新年号）企
画編集について

　　　・内容確認、後日訂正箇所等あれば連
絡する。

　⑵　ホームページについて
　　　・スマートフォンテスト版をUPして

いるので確認いただくこと。
　⑶　その他
　　①　「えひめの産廃」第17号（５月号）

表紙について
　　　・表表紙・・・③しおさい公園伊予市

民競技場⑭石鎚クライミングパーク

SAIJOのどちらか、次回写真を見て
決定する。

　　　・裏表紙・・・浄土寺（撮影者　水口
専務）

　　　　現時点では④がいいと思うが春にも
う一度写真を撮ってくるのでそれか
ら決める。

　②　次回委員会の開催日について
　　　・第17号（５月号）　平成29年5月10日

㈬　13：30～
　　　・編集後記・・・岡部委員

　上記の内容について協議し、「えひめの産
廃」第16号（新年号）を１月末に発行した。
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平成28年度　第４回総務委員会の開催
　第４回総務委員会を平成29年３月23日㈭、
協会会議室で開催した。議題及び協議結果は
以下のとおりとなった。
１．議　題
　⑴　平成29年度事業計画及び平成29年度予
算（案）について

　　　事務局より、平成29年度事業計画（案）
について平成28年度事業計画からの変更
及び追加項目を中心に説明があり、また
平成29年度予算（案）と平成28年度収支
実績見込み及び公益目的支出計画の1年
延長申請実施の説明があり、案のとおり
理事会に諮ることとなった。

　
　⑵　表彰について
　　　事務局より、平成29年度愛媛県知事感
謝状被贈呈候補者、全国産業廃棄物連合
会長表彰候補者、協会長表彰候補者につ
いて説明があり、案のとおり理事会に諮
ることとなった。

　⑶　次期役員候補について
　　　事務局より、平成29年度役員候補につ
いて説明があり、理事会に報告すること
となった。

　⑷　松山市長から協力要請について
　　　事務局より、松山市からの「廃棄物不
適正処理事案に係るご協力のお願いにつ

いて」説明があり、理事会に報告するこ
ととなった。　　　

　⑸　維持管理基準の順守徹底について
　　　事務局より、会員が設置する内子町内
の焼却施設で産業廃棄物処理施設の維持
管理基準を超過した事案が判明したこと
及び愛媛県から協会において当該事案を
踏まえた研修等の実施のお願いについて
の説明があり、理事会に報告することと
なった。

　⑹　新規入会申込者、退会会員の承認につ
いて

　　事務局より、新規入会申込者（正会員）
１社、退会（正員）２社及び業態変更２
社について説明があり理事会に諮ること
となった。　　　

　⑺　入会金の減免について
　　　事務局より、入会金の減免についての
メリット・デメリット及び全国の状況に
ついて説明があり、入会金については減
免しないことで理事会に報告することと
なった。　　

　⑻　適正処理事業活動支援金について
　　　事務局より、青年部会からの平成29年
度適正処理事業活動支援金申請について
説明があり、認めることで理事会に諮る
こととなった。
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平成28年度　第７回理事・監事合同会議の開催
　第７回理事・監事合同会議を平成29年３月
23日㈭、協会会議室で開催した。議題及び協
議結果は以下のとおりとなった。
１．議　題
　⑴　平成29年度事業計画及び平成29年度予
算（案）について

　　　事務局より資料に基づき、平成29年度
事業計画（案）について平成28年度事業
計画からの変更及び追加項目を中心に説
明があった。

　⑵　表彰について
　　　事務局より、平成29年度愛媛県知事感
謝状被贈呈候補者、全国産業廃棄物連合
会会長表彰候補者、協会長表彰候補者に
ついて説明があり、案のとおり承認され
た。　　　　　　　　　　　　　　

　⑶　次期役員候補について
　　　事務局より、平成29年度役員候補につ
いて説明があり、承認された。

　⑷　松山市長からの協力要請について
　　　事務局より、松山市からの「廃棄物不
適正処理事案に係るご協力のお願いにつ
いて」説明があり、協力することで承認
された。

　⑸　維持管理基準の順守徹底について
　　　事務局より資料に基づき、会員が設置
する内子町内の焼却施設で産業廃棄物処

理施設の維持管理基準を超過した事案が
判明したこと及び愛媛県から協会におい
て当該事案を踏まえた研修等実施のお願
いについての説明があり、実施予定の最
終処分場維持管理研修のほか中間処理業
者向け研修実施に向け愛媛県と今後検討
対応することで承認された。

　⑹　新規入会申込者及び退会会員の承認に
ついて

　　　事務局より、新規入会申込者（正会員）
１社、退会（正会員）２社及び業態変更
２社について資料に基づき説明があり検
討した結果、入会が承認された。

　⑺　入会金の減免について
　　　事務局より資料に基づき、入会金のメ
リット・デメリット及び全国の状況につ
いて説明があり、入会金については総務
委員会で減免しないこととあった旨報告
され承認された。　

　⑻　適正処理事業活動支援金について
　　　事務局より資料に基づき、青年部会か
らの平成29年度適正処理事業支援金申請
について説明があり、承認された。　

２.　報告事項
　⑴　委員会報告
　⑵　全産連委員会報告
　⑶　今後の予定について
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平成29年度　第１回総務委員会の開催

平成29年度　第１回理事会の開催

　第１回総務委員会を平成29年４月21日㈮、
協会会議室で開催した。議題及び協議結果は
以下のとおりとなった。
１．議　題
　⑴　平成28年度事業報告並びに平成28年度
決算（案）について

　　　事務局より、平成28年度事業報告並び
に平成28年度決算（案）の説明があり、
案のとおり理事会に諮ることとなった。

　⑵　第５回定時総会の招集について
　　事務局より説明があり、案のとおり理事

会に諮ることとなった。
　⑶　新規入会申込者、退会会員の承認につ
いて

　　事務局より、新規入会申込者（正会員）
１社ついて説明あり、入会を認めること
で理事会に報告することとなった。

　⑷　協会規程の改定について
　　事務局より、協会規程の改定案２件につ
いて説明があり案のとおり理事会に諮る
こととなった。

　第１回理事会を平成29年４月21日㈮、協会
会議室で開催した。議題及び協議結果は以下
のとおりとなった。
１．議　題
　⑴　平成28年度事業報告並びに平成28年度
決算（案）について

　　　事務局より、平成28年度事業報告並び
に平成28年度決算（案）の説明があり、
案のとおり承認された。

　⑵　第５回定時総会の招集について
　　事務局より第５回定時総会の日時及び場
所、目的、議決権の行使、議案、招集に
ついて説明があり、案のとおり承認され
た。

　　　また、総会資料の表紙にみきゃんを使
用することと、えひめ国体を応援するこ

とが追加提案され、承認された。
　⑶　新規入会申込者、退会会員の承認につ
いて

　　事務局より、新規入会申込者（正会員）
１社ついて説明あり、入会を認めること
で承認された。

　⑷　協会規程の改定について
　　事務局より、協会規程の改定案２件につ
いて説明があり案のとおり承認された。

２．報告事項
　⑴　登記関係書類について
　⑵　次期委員会及び部会について
　⑶　愛媛県補助金について
　⑷　委員会報告
　⑸　全産連報告
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廃棄食品の適正処理推進に係る研修会の開催
　産業廃棄物処理に係る知識の習得並びに意識啓発を図り、産業廃棄物の適正処理を推進する
ことを目的に、今般発生した廃棄食品転売事案の再発防止のため、当協会主催・愛媛県後援で、
産業廃棄物の排出事業者責任等について標記研修会を下記日程で開催した。

○　中予会場
　　開 催 日　　　平成28年11月30日㈬　　　　　　　　　　　
　　開催場所　　　リジェール松山
　　受講者数　　　30名
○　南予会場　
　　開催日時　　　平成29年１月26日㈭　　　　
　　開催場所　　　愛媛県歴史文化博物館　多目的ホール
　　　　　　　　　（西予市宇和町卯之町４丁目11−２）
　　　　　　　　　☎0894-62-6222
　　受講者数　　　28名
　　研修内容
　　　講演　①　「食品製造事業者における食品廃棄物の適正処理について」
　　　　　　　　　　　～食品リサイクル法と食品衛生法～
　　　　　　　　　（講師　西南開発株式会社　上杉製造部長）

　　　　　　② 廃棄物処理法の排出者責任と実務上のチェックポイント
　　　　　　　　　（講師　県循環型社会推進課）
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平成29年５月８日　

　　協会会員の皆様へ

（一社）えひめ産業廃棄物協会　　

３Rシステム事業化促進支援事業等の募集について

　今年度は、３Rシステム事業化促進支援事業（昨年度までの再資源化システム事業化促進支
援事業の補助対象を拡大）を平成29年6月16日㈮まで募集します。
　また、愛媛県優良産業廃棄物処理業者育成支援事業費補助金には、トラックスケール補助や
ＢＤＦ補助が追加になっております。
　詳細は、当協会ホームページ「会員の方」の「補助事業」に掲載しています。

【補助事業の概要】　平成29年度３Rシステム事業化促進支援事業

補助対象事業 補助率等

会員企業が取り組む県内の産業廃棄物の３Ｒ及び減量

化・製品化に資するための研究・開発及びそれを踏まえ

た機器整備事業

補助率：４分の３以内

補助限度額：５００万円

会員企業が行う産業廃棄物の３Ｒ及び減量化・製品化の

推進に係る技術及び設備の導入事業

補助率：３分の１以内

補助限度額：５００万円
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